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障害者に対する 要介護認定基準の 有効性について ( 概要 ) 

[ 目的 ] 

障害者の介護ニーズを 判定するための 指標として、 現行の要介護認定基準 
の 有効性を評価するため、 福祉サービスを 利用している 障害者 (2,468 人 ) 

を対象に認定基準調査を 実施 

[ 結身き ] 

( 身体障害者 ) 
0  身体障害者については、 要介護認定における 一次判定結果と、 障害程度 

区分 ( 生活関連動作支援項目 ) 、 介護支援専門員からみた 要介護度との 間 

に 高い相関を示した。 
Ⅹホームヘルプ 利用者，身体障害者 療護 施設入所者 (119 人 ) 申 、 117 人が要介護状態ない 

し 要支援状態と 判定 

( 知的障害者 ) 
0  知的障害者については、 要介護認定における 一次判定結果と、 障害程度 

区分 ( 生活関連動作支援項目 ) 、 H o NOS 、 介護支援専門員からみた 要 

介護度との間に 比較的高い相関が 認められた。 
Ⅹホームヘルプ ネ mm 刮 30 人 ) 中 、 29 人が要介護状態なし 屯 要支援状態と 判定 

( 精神障害者 ) 
0  精神障害者については、 他の障害と比較して、 要介護認定の 一次判定 結 

果と 、 その他の指標との 間にあ まり高い相関は 得られなかった。 
米ホームヘルプ 利用者 (8 人 ) 中 、 2 人が要介護状態なし 屯 要支援状態と 判定 

0  一次判定結果が「要支援」以上であ った群は、 「非該当」であ った 群と 
の 比較において、 障害程度区分、 GAF 、 I ADL 、 ケア必要度等位の 指 
標の多くにおいて、 重度またはケアの 必要性が有意に 高かった。 

[ 結論 ] 

0  現行要介護認定基準は、 身体介護等の 介護サービスに 相当するサービ 
ス 、 グランドチサインで 言 う ところの「介護給付」に 相当するサ ーピス 
の 必要度を測定する 上では、 障害者においても 有効と考えられた。 

0  ただし、 障害者に対する 支援においては ，自立を目的とした 機能別棟 
や 生活訓練、 就労支援等も 重要であ り、 これらの支援の 必要度の判定に 
は、 r 介護給付」に 相当するサ ーヒ スの判定に用いられるロジックとは 
別の ロジックが必要と 考えられた。 

一 エー 



障害者に対する 要介護認定基準の 有効性について 

  効
 

有
 

の
 

準
 

基
 

定
 

認
 

護
 

介
 

要
 

の
 

一
丁
 

現
イ
 

て
 

し
 

と
 

f
 
旨
標
 

る
 

す
 

定
 
]
 

 
 

半
 

を
 

ズ
  

 
一
 "
 

護
 
。
 

分
 
る
 

の
す
 

者
価
 

的
善
 評
 

目
 
障
を
 

性
 

l
l
 

Ⅱ
 

  

  

 
 項
 

っ
で
デ
異
項
し
二
 

ゆ
 
総
研
革
 
障
要
査
に
 

4
 
援
援
 

 
 

 
 

 
 

明
一
 
ぅ
 
佳
日
 
作
尺
 

 
 状
長
 
す
会
 

l
l
 

Ⅰ
 

 
 

っ
 
査
調
閉
 
円
地
も
「
て
し
 

*
 め
、
 
ン
る
程
ネ
 
 
 

、
使
 5
%
 

堆
収
 

 
 

B
 
度
 

 
 

、
護
 ま
 
8
 

 
 

 
 
2
 
 
 

て
か
 

 
 

者
 

梗
 
と
し
 

専
門
員
 

ナ
 ：
 
1
 

査
 
た
る
イ
す
 

害
 」
使
の
。
 

ス
 

調
 
た
あ
 
ザ
 
に
境
目
 

て
そ
一
 

 
 

*
 

3
 
号
 
[
 

2
 



障
は
 

体
し
 

臭
 
い
 

と
な
 

プ
態
 

ル
状
 

へ
擢
収
 

4
 分
 

一
要
 

ホ
が
 

6
 人
 

弛
 
Ⅲ
 

け
申
 

付
人
 

置
 
9
 

位
 
H
 

と
 よ

 

給
付
」
 

@
 
い
て
 

護
 
っ
 

介
 
に
た
 

「
 者
れ
 

で
 用
さ
 

 
 ザ

設
と
 

子
施
態
 

ド
 
譲
状
 

 
 

要
 

 
 

切的障害 刮 
・ 要介護認定における 一次判定の結果は、 「要介護 5:4.7% 、 要介護 4:5.5% 、 

要介護 3 : 7,3% 、 要介護 2 : 13.0% 、 要介護 ] : 35.2% 、 要支援 :21.5% 、 

非該当 : 12.8% 」であ った。 

・ 要介護認定における 一次判定結果と、 障害程度区分 ( 生活関連動作支援項 

目 ) 、 HoNoS 、 介護支援専門員からみた 要介護度との 間に比較的高い 

相関が認められた。 

  ホームヘルプの 利用者については、 30 人中 29 人が要介護ないしは 要支援 

状態と判定された。 

傭神 障害 刮 

・ 要介護認定における 一次判定の結果は、 「要介護 3:0.1% 、 要介護 2:1.8% 、 

要介護 1  - 17.0% 、 要支援 : 35.0% 、 非該当 : 46.1% 」であ った。 

・ 他の障害に比較して、 要介護認定の 一次判定結果と、 その他の指標との 間 

にあ まり高い相関は 得られなかった。 

  ホームヘルプの 利用者については、 8 人中 2 人が要介護ないしは 要支援 状 

態と判定された。 

  要介護度別に、 障害程度区分、 GAF 、 I ADL 、 ケア必要度等位の 指標 

の得点の分布を 見ると、 要介護度が重度であ るほど、 他の指標も重度又は 

ケアの必要性が 高くなっていたが、 各要介護度毎の 分散は大きく、 群間の 

分布の重なりも 認められた。 

・ 一次判定結果が「要支援」以上であ った群は、 「非該当」であ った 群 との 

比較において、 障害程度区分、 GAF 、 I ADL 、 ケア必要度 等 他の指標 

の 多くにおいて、 重度またはケアの 必要性が有意に 高かった。 

  「非該当」、 「要支援」、 「要介護Ⅱの 3 群間の要介護認定基準調査結果で 

は、 認定調査項目のうち、 第 2 群 ( 移動 ) 、 第 3 群 ( 複雑な動作等 ) 、 第 5 

群 ( 身の回りの世話等 ) 、 第 6 群 ( コミュニケーション 関連 ) 、 第 7 群 ( 問 

題行動等 ) において、 要介護状態区分が 高いものほど 該当する認定基準 調 

査 項目が多くなる 傾向が認められた。 
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4  考察 

暁行要介護認定基準の 適用可能性 ] 

現在、 客観的な指標に 基づき介護の 必要度を判定するものとして、 我が国 

で 制度的に用いられているものは、 介護保険における 要介護認定基準しか 存 

在しない。 

現行の要介護認定基準は、 高齢者の加齢による 介護ニーズに 対し、 身体 介 

護 等の介護サ ーピス の必要度を予測する 指標として開発されたものであ るが、 

今回の調査において、 身体障害者及び 知的障害者の 身体介護を中心とした 介 

護サービスの 必要度を測定する 上でも有効であ ることが認められた。 

一方、 精神障害者については、 「非該当」と 判定された 群 と「要支援以上Ⅰ 

と 判定された群の 2 群間のと ヒ 較では、 GA 戸等 他の指標の大半において、 「 要 

支援以上」の 群が「非該当」の 群と 比べて重度またはケアの 必要性が高いと 

い う 有意差が認められ、 要介護認定基準が 精神障害者においても 身体介護等 

の 介護サービスの 必要度を反映していることが 示唆された。 

精神障害者について、 今回の子 一タ では、 要介護認定の 一次判定結果と、 

介護支援専門員が 判断した要介護度、 障害程度区分、 GAF 、 BPRS 等値 

の 指標との高い 相関は得られなかったが、 これは、 の調査対象者の 半数につ 

いて「要支援」又は「要介護 1 」が大半であ り、 残りの半数も「非該当」と 

いう結果であ ったこと、 ②介護支援専門員の 判断する要介護状態区分が 比較 

的 低いレベルに 分布していること、 ③障害程度区分 ( 日常生活支援項目 ) の 

点数も低いレベルに 分布していること、 から統計的な 相関が高くは 得られな 

かったと考えられる。 

なお、 精神障害者が 実際に利用しているサービスは、 その大半が、 グラン 

ドデザインでいうところの「訓練等給付」に 相当する授産施設等のサービス 

であ り、 「介護給付」に 相当するサービスとは 異なっているが、 これは、 精神 

障害者では身体障害者や 知的障害者と 比べて身体介護等の 支援を必要とする 

者が、 相対的に少ないという 実態を反映しているものと 考えられた。 

5  結論 一 
言うところの「 介 ;;   給付   に相当するサービスの 必要度を測定する 上では、 

障害者においても 有効と考えられた。 

ただし、 障害者に対する 支援においては、 自立を目的とした 機能訓練や生 

活 訓練、 就労支援等も 重要であ り、 これらの支援の 必要度の判定には、 「介護 一 
必要と考えられた。 
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6  今後の研究方針 

今回の調査結果では、 障害者に対しても、 「介護給付」に 相当するサービス 

の必要度を判定する 指標として、 介護保険制度で 用いられている 要介護認定 

基準は有効性をもっことが 認められたが、 今後、 これを出発点として、 よ り 

精確で加齢による 要介護状態、 障害による要介護状態双方により 有効な指標 

の開発を進めていくことが 必要であ る。 そのためには、 介護保険の要介護 認 

定 基準策定の際に 行われたようなタイムスタディの 実施が不可欠であ り、 平 

成 18 年度にも実施できるよう、 障害福祉サービスにおけるケアコードの 開発 

等の準備を行う 必要があ る。 

なお、 障害者に対する 支援は、 精神障害に関する 今回の調査結果からも 明 

らかなよ う に、 訓練、 就労支援など 身体介護以覚のサービスが 必要であ り、 

こうしたサービスの 必要度を判定するための 指標の開発をあ わせて進めてい 

くことが必要と 考える。 

  




